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（別添）

「先導的大学改革推進委託事業」実施要領

平成２９年６月１５日改訂

（目 的）

第１ この要領は、乙が委託業務を遂行するため、あるいは経費を支出する場合、遵守

する事項を規定したものである。

（帳簿の様式）

第２ 「先導的大学改革推進委託事業」契約書（以下「契約書」という。）第８条に規定

する帳簿の様式は、様式第１のとおりとする。

ただし、様式はその要件を満すものであれば、乙において会計関係書類として定

められ又は使用されているもので差し支えない。

（費目の指定）

第３ 契約書第８条に規定する費目別は次のとおりとする。

・人件費（謝金を含む）

・旅費

・事業活動費

・再委託費

・一般管理費

（支出を証する書類）

第４ 契約書第８条に規定する支出を証する書類とは、次に掲げるものの原本をいう。

（１） 人件費は、傭上決議書（日額、時間給の決定事項を含む。）、出勤簿、作業日報、

出面表、給与支払明細書、領収書及び会計伝票又はこれらに類する書類

（２） 謝金は、実施決議書（支給額の決定事項を含む。）、領収書及び会計伝票又はこれ

らに類する書類

（３） 旅費については、旅行の事実が確認できる決議書、請求明細書、領収書及び会計

伝票又はこれらに類する書類（航空機を利用する場合にあっては航空券の写し、搭

乗券又はこれらに類する書類）

（４） 事業活動費については、契約、検収及び支払の関係の書類（見積書、発注書、請

書、契約書、納品書、請求書、領収書等）並びに会計伝票又はこれらに類する書類

（５） 再委託費については、契約及び支払の関係の書類（契約書、請求書、領収書等）

並びに会計伝票又はこれらに類する書類

（６） 会議費については、契約、検収及び支払の関係の書類（見積書、発注書、請書、

契約書、納品書、請求書、領収書等）並びに会計伝票又はこれらに類する書類及び

議事録等開催を証する書類
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（７） その他の経費は、（４）に準ずる書類とし、これらにより難い場合は、実績を証

する資料、明細書等及び会計伝票又はこれらに類する書類

（書類の保管）

第５ 第４の書類は、第３に定める費目毎に一括整理し、第２の帳簿とともに業務終了

後、契約書第８条に定める期間保管しておかなければならない。

なお、第４に定めた原本の保管が困難である場合は、その写によることができる。

また、必要に応じて契約書第１２条又は第１４条に定める経理報告に写しを添付す

るものとする。

（支払の方法）

第６ 委託業務にかかわる経費の支払等の方法は、次によるものとする。

（１） 委託業務の経費については、乙における会計諸規程等の定めるところにより第４

の書類 により処理する。ただし、人件費・旅費等において規定等のない場合は、

文部科学省の規定による。

（２） 人件費については、（１）によるほか、原則として、その勤務時間については乙

において定められている服務規程に定められた基準内時間とする。ただし、契約書

の業務計画書において、人件費に時間外勤務手当を計上されている場合には、この

限りではない。

（３） 人件費に時間外勤務手当を計上していないが、やむを得ず時間外勤務を実施した

場合、その時間については委託業務の対象とすることができる。ただし、契約書別

添業務計画書に定めた人件費の範囲内で行うものとする。

（４） 時間外勤務を実施した場合には、作業内容及び作業時間を詳細に記した書類を作

成しなければならない。なお、この要件を満たすものであれば、乙において定めら

れ又は使用しているもので差し支えない。

（５） 日額、時間給については、乙において定められている日給、時間給の基準又は従

事させようとする業務内容等によるものとする。また、これにより難い場合は、委

託業務の遂行に支障を来たさない限度において業務計画書の予算の範囲内で、別に

日額、時間給を定めて支給することができる。

（６） 第３に定めた費目のうち旅費、事業活動費については、立替えて支払った経費を

立替者よりの立替払請求書又は科目振替書により、委託費を支払又は充当すること

として処理することができるものとする。ただし、この場合立替払請求書又は科目

振替書には、その内容を詳細に記した明細書を作成するとともに立替えを証する書

類を添え第４に定める支出を証する書類に添付する。

（７） 一般管理費の率は１０％の範囲内で、乙の直近の決算により算出した一般管理費

率と乙の受託規定による一般管理費率を比較し、より低い率で適切に算定する。

（中間報告）

第７ 契約書第９条に定める報告は、様式第２の「委託業務中間報告書」による。

（計画の変更等）
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第８ 契約書第１０条第１項に定める申請は、様式第３の「委託業務計画変更承認申請

書」による。

なお、委託額に増減が生じる場合は委託変更契約書をとりかわすものとする。

（中止(廃止)承認申請）

第９ 契約書第１１条第１項に定める申請は、様式第４－１の「委託業務中止(廃止)承

認申請書」による。

（廃止報告）

第１０ 契約書第１２条に定める廃止報告は、様式第４－２の「委託業務廃止報告書」

による。

（完了届）

第１１ 契約書第１３条に定める完了届は、様式第５－１の「委託業務完了届」による。

（完了報告）

第１２ 契約書第１４条に定める完了報告は、様式第５－２の「委託業務完了報告書」

による。

（完了の認定、額の確定）

第１３ 甲が契約書第１５条に基づき「委託業務廃止報告書」又は「委託業務完了報告

書」の審査のための実地調査を実施する場合、乙は、第２及び第４に掲げる書類を

提示しなければならない。

（委託費の支払）

第１４ 契約書第１７条第２項に定める支払の請求は、様式第６－１の「請求書」、同条

第５項に定める支払の請求は、様式６－２の「請求書」によるものとし、甲から委

託費の額の確定通知又は第１５に定める概算払額の通知を受けた場合には、速やか

に提出するものとする。

（概算払の要求）

第１５ 乙は、契約書第１７条第４項に定める概算払を必要とする場合は、様式第７の

「支払計画書」を甲に提出するものとし、甲は、概算払が必要と認めた経費につい

て、その額を乙に通知するものとする。

（資産の管理）

第１６ 乙は、契約書第３１条第１項に規定する機械、装置、工具、器具、什器等の備

品(取得価格が１０万円以上かつ耐用年数が１年以上のもの)を様式第８の「資産管

理台帳」（所有権移転後、第１８の「預り資産管理表」）を備え管理しなければなら

ない。ただし、乙の会計規程等にこれに準ずる様式がある場合は、これによること

ができる。
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（２） 契約書第３１条第２項に定める表示は、様式第９の「標示ラベル」とする。

（所有権移転）

第１７ 契約書第３１条第３項の規定により、その所有権を移転する場合、乙は、様式

第１０の「先導的大学改革推進委託事業による取得資産の所有権移転について」（以

下「移転通知書」という。）により移転しなければならない。

（２） 前項に規定する所有権は、甲が乙から移転通知書を受理した日をもって移転が完

了したものとする。

第１８ 乙は、「物品の無償貸付及び譲渡等に関する法律（昭和２２年法律第２２９号）」

第５条第１項の規定に基づいて定められた「文部科学省所管に属する物品の無償貸

付及び譲与に関する省令」（以下「省令」という。）に基づく物品（委託契約書第３

１条に規定する機械器具等をいう。）で、所有権の移転後預かった物品及び省令に基

づき貸付を受けた物品を、資産管理台帳（様式第８を準用）により管理しなければ

ならない。また、その他の資産については、甲が乙に対して別途指示するものとす

る。

第１９ 委託契約を履行するに必要な物品の無償貸付については、省令に定めるところ

によるものとし、様式第１１により申請しなければならない。また、国から無償貸

付承認通知書を受けたら様式第１２により借受書を提出しなければならない。

第２０ 乙は貸付物品が亡失又は損傷した場合は、様式第１３により速やかに甲に報告

しなければならない。

第２１ 乙は第１９により無償貸付の申請を行い、承認された物品を返納する場合には、

様式第１４により通知しなければならない。

第２２ 所有権を移転した物品の有償貸付、その他の処分については、甲が別に定める

ところによるものとする。

（第三者への再委託）

第２３ 委託事業のうち、その内容が第三者に委託することが事業の実施に合理的であ

ると認められるものについては、委託事業の一部を再委託することができる。ただ

し、委託事業の全部を再委託することはできない。

委託事業の一部を再委託しようとする場合は、再委託に関する事項及び履行体制

に関する事項を記載した書面を甲に提出し、承認を受けなければならない。（ただし、

軽微な変更の場合を除く。）

また、再委託の承認後、履行体制に関する事項の内容に変更が生じた場合は、履

行体制に関する事項を記載した書面を提出しなければならない。
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（知的財産権）

第２４ 乙は、契約書第２１条第２項に基づき、知的財産権の対象となる可能性がある

場合は、様式第１５の「知的財産権を受ける権利の譲渡書」によりその権利を甲へ

譲渡するものとする。

第２５ 産業技術力強化法１９条に基づき、委託業務上の成果に係る「知的所有権」を

乙から甲に譲渡させることなく乙に帰属させる場合の契約書第２１条第１項に基づ

く書面は様式第１６の「確認書（知的財産権）」とする。

また、同第２３条第１項に基づく「産業財産権出願通知書」は様式第１７、同条

第３項に基づく「産業財産権通知書」は様式第１８、同条第４項に基づく「著作物

通知書」は様式１９、同条第５項に基づく「産業財産権実施届出書」は様式第２０、

同第２５条第２項に基づく「専用実施権等設定承認申請書」は様式第２１とする。

（委託費支出明細書の提出等）

第２６ 契約書第４４条に定める委託費支出明細書は、様式第２２の「委託費支出明細

書」による。

（その他）

第２７ 様式は、日本工業規格に定めるＡ列４判とする。


